
 

「日本放送協会のインターネット活用業務の競争評価に関する準備会合｣ 

開催要綱(改訂) 

 

１ 背景・目的 

 本会合は、デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会の下で開催され

た公共放送ワーキンググループの取りまとめ（令和５年10月18日）「３．NHKのインタ

ーネット活用業務の在り方」を踏まえ、日本放送協会（NHK）のインターネット活用業

務が必須業務化された場合における、インターネットを通じたテキスト情報等の配信

に関し、民間放送事業者等との公正な競争環境を確保するために実施する競争評価の

仕組みが円滑に機能するよう、NHKによる検討や、NHK及び民間放送事業者等の関係者

による議論を促すことを目的とする。 

２ 名称 

  本会合は「日本放送協会のインターネット活用業務の競争評価に関する準備会合」

と称する。 

３ 検討事項 

（１）NHKのインターネット活用業務が必須業務化された場合における、インターネ

ットを通じた情報等の配信に関する競争評価の枠組み（競争評価の体制・プロセ

ス等） 

（２）NHKのインターネット活用業務が必須業務化された場合における、その具体的

な範囲や提供条件に係る基本的な考え方及びNHKが策定する原案に関する事項 

４ 議事の取扱い 

（１）本会合は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者又は第

三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合等、構成員間に

おいて協議し、必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本会合で使用した資料及び本会合の議事要旨は、原則として公開する。ただし、

公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害す

るおそれがある場合等、構成員間において協議し、必要と認める場合については、

非公開とする。 

５ その他 

（１）本会合の庶務は、情報流通行政局放送政策課が行うものとする。 

（２）本会合における検討状況については、その進捗に応じ、公共放送ワーキンググ

ループに報告するものとする。 
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